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都道府県労働局長 殿 

  

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 長 

（公 印 省 略） 

厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 長 

（公 印 省 略） 

 

 

東日本大震災に係る被災者等の就労支援及び雇用創出に際する 

雇用の質の確保について 

 

 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災により仕事を失った方々には、十分な雇

用機会の提供を図ることが重要であるが、同時に、被災者の方々が安心して働き、生活

再建につながるよう、労働条件、安全衛生など雇用の質の確保にも十分に配慮する必要

がある。 

このため、本日、厚生労働副大臣から、被災者等就労支援・雇用創出推進会議のメン

バーに対し、 

① 被災して仕事を失った方々に対しては、十分な雇用機会を提供するとともに、雇用の

質の確保に十分配慮することが望ましいこと 

② 関係省庁において①の認識を共有し、雇用の創出等の際には「『日本はひとつ』しご

とプロジェクト」の趣旨が活かされるよう特に配意すること 

③ 雇用創出の場として大きな役割を担う公共事業においては、賃金を含む雇用の質の確

保が強く求められること 

等について要請を行った（別添）。 

 ついては、各労働局においても、「『日本はひとつ』しごと協議会」の場など、機会

を捉えて、上記趣旨について、関係者に理解を求めることとされたい。 

 

 

 

 

 

 

  



 

平成２３年５月２６日 

 

 

被災者等就労支援・雇用創出推進会議メンバー 宛 

 

 

被災者等の就労支援及び雇用創出に際する 

雇用の質の確保について（要請） 

 

 

被災者等就労支援・雇用創出推進会議での「『日本はひとつ』しごとプロ

ジェクト」フェーズ１及びフェーズ２の取りまとめに御協力いただき、感謝

申し上げます。 

 

震災により仕事を失った方々には、十分な雇用機会を提供できるよう、ま

ずは雇用維持・創出を図ることが重要ですが、同時に、被災者の方々が安心

して働き、生活再建にしっかりとつながっていくよう、労働条件、安全衛生

など、雇用の質の確保にも十分に配慮していくことが望ましいことはいうま

でもありません。 

 

このため、メンバーの皆様におかれましても、改めてこのような認識を共

有していただき、貴省庁に関係する雇用の創出等に際して特段の御配意をい

ただくことにより、東日本大震災で被災した方々のしごとと暮らしを、いわ

ば日本中が一つとなって支えていく「『日本はひとつ』しごとプロジェクト」

の趣旨がより一層活かされるようお願いいたします。 

 

特に、雇用創出の場として大きな役割を担う公共事業では、賃金を含む雇

用の質の確保が強く求められ、この点について、関係者に働きかけるなどの

取組により、御理解をいただくことが重要です。 

 

なお、関係都道府県労働局長に対しても、「『日本はひとつ』しごと協議会」

の場などを通じて、公共事業での雇用の質の確保の必要性について、関係者

に御理解いただけるよう取り組むことを指示することとしておりますので、

申し添えます。 

 

 

被災者等就労支援・雇用創出推進会議 座長   

厚 生 労 働 副 大 臣   小 宮 山  洋 子   

（別添） 



 

（参考） 

労働局長による要請の例 

 

＜「日本はひとつ」しごと協議会の構成員（都道府県労働主管部局長、関係

国出先機関の長、関係団体代表者（商工会議所、農業協同組合、漁業協同組

合、建設関係団体等））に対し、同協議会の場での発言又は文書により、以

下の内容を要請＞ 

 

東日本大震災に関連する雇用問題について、本協議会（「日本はひとつ」

しごと協議会）を通じて様々な連携をお願いしているところであり、関係の

皆様の御協力に改めて御礼申し上げます。 

 

震災により仕事を失った方々には、十分な雇用機会を提供できるよう、ま

ずは雇用維持・創出を図ることが重要です。 

 

それと同時に、被災者の方々が安心して働き、生活再建にしっかりとつな

がっていくよう、労働条件、安全衛生など、雇用の質の確保にも十分に配慮

していくことが望ましいことはいうまでもありません。 

 

これにより、東日本大震災で被災した方々のしごとと暮らしを、いわば日

本中が一つとなって支えていく「『日本はひとつ』しごとプロジェクト」の

趣旨がより一層活かされることとなります。 

 

この点について、政府に設置された被災者等就労支援・雇用創出推進会議

において、先般、座長である小宮山厚生労働副大臣から会議を構成する関係

省庁に対して、改めて認識を共有されるよう要請がなされたところです。 

 

＜被災地（青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、千葉、新潟、長野）＞ 
特に、雇用創出の場として大きな役割を担う公共事業では、賃金を含む雇

用の質の確保が強く求められております。 

 

本県でも、復旧事業の計画・予定の共有化、被災者の優先的な雇用、復旧

事業等に係る求人のハローワークへの提出などについて、御協力をいただい

ているところですが、関係行政機関各位におかれては、改めてこのような認

識を共有していただき、貴機関に関係する雇用の創出等に際して特段のご配

意をいただくことをお願いするとともに、経済界の皆様方におかれましても、

被災者の方々の雇用の質の確保についてご理解を賜りますようお願い申し

上げます。 



 

 
＜被災地以外＞ 

本（都道府県）でも、被災者の受入れや人材ニーズに関する情報共有及び

連携について御協力をいただいているところですが、関係行政機関各位にお

かれては、改めてこのような認識を共有していただき、貴機関に関係する雇

用の創出等に際して特段のご配意をいただくことをお願いするとともに、経

済界の皆様方におかれましても、被災者の方々の賃金を含む雇用の質の確保

についてご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 


